様式第１２号（第１５条関係）
 年　　月　　日

事　　業　　実　　績　　報　　告　　書

所 在 地　　　　　　　　　　　　　　

法人（個人）名　　　　　　　　　　　　　　

代 表 者 名 　　　　　　　　 　　　　　
１ 事業（補助対象）期間

 年 月 日   ～           年 月 日

２ 補助事業に要した経費

⑴ 事業所運営事業

ア 事務機器及び通信回線使用料

① 事務機器等リース料

	機器等名称

	数量

	リース期間

	支払金額
（円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	


注 リース料の支払金額がわかる資料を添付すること

② 通信回線使用料

	
	期 間
	数 量
	使 用 料 等

	通信回線
使 用 料
	 年 月 日
～　　 年 月 日
	回線
	円


注 使用料等の支払い金額がわかる資料
	①と②の合計
	円

	補 助 金 額
	円


注 補助金額は①と②の合計額に1/2 を乗じた額の千円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。
イ 事業所等の土地及び建物の賃借料

	
	期 間
	数 量
	使用料等
	補 助 金 額

	事業所等の土地及び建物の賃借料
	 年 月 日

～　　 年 月 日
	㎡
	円
	円

	合計
	
	円


注１ 使用料等の支払金額がわかる資料を添付すること

注２ 補助金額は使用料等に1/2 を乗じた額の千円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。
ウ 事業所等の建物改修費及び備品購入費

③ 建物改修費
	工事等名称
	数量
	支払金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


注 工事等の支払い金額がわかる資料を添付すること
④ 備品等購入費
	備品等名称
	数量
	支払金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


注 備品等の支払い金額がわかる資料を添付すること

	③と④の合計
	円

	補 助 金 額
	円


注 補助金額は③と④の合計額に1/2 を乗じた額の千円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。
⑵ 新規地元雇用奨励事業　　　　　　　　　　　　　　 （ 　　 年 月 日現在（予定））

	新規地元雇用者数⑤
	人

	補助基準額 ⑥
	２００，０００円

	補助金額 ⑦（⑥×⑤）
	円

	合計補助金額
	円


注 「新規地元雇用者数」は、「新規地元雇用計画内訳一覧表(様式第３号)」により求められた「補助対象者数」とする。
３ 事業（補助対象）期間における指定事業所の事業実績

⑴労働者数(うち地元雇用者)

⑵事業実績

	実績

主な製品（サービス）品目
	売上実績（百万円）
	備 考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４ 添付書類
⑴各種事務機器並びに通信回線使用料支払代金領収書の写し
⑵事業所等の賃貸借支払代金領収書の写し
⑶建物改修及び備品等の購入に要した経費の領収書の写し

⑷新規地元雇用実績内訳一覧表(様式第１３号)

⑸その他市長が必要と認める書類

